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1 概要

本研究は，連続的な空間全体における騒音を二次音

源によって能動的に抑圧することを目的とし，音場の

カーネル補間に基づく空間能動騒音制御の新たな手法

を提案する．提案手法は，これまで困難であった制御

対象領域全体での騒音の抑圧を，分散配置されたマイ

クロフォンおよびスピーカを用いて実現することを可

能にする．評価実験によって，従来の多点制御法と比

較して，提案法がより高い制御性能を示すことを確認

した．

2 はじめに

能動騒音制御 (Active Noise Control: ANC) は，二

次音源（スピーカ）を用いて対象位置の音圧を抑制する

ことを目的とする．多くの場合，制御対象位置または

その近傍にマイクロフォンを配置し，観測された音圧

をフィードバックすることで適応フィルタを更新し，

スピーカの駆動信号を逐次的に求めるという手法が用

いられる．

ANC を空間的な制御に適用する場合，従来は一次

元の適応フィルタ理論を拡張し，対象領域に複数配置

した制御点上での音圧を抑制する，多点制御法と呼ば

れる方法が用いられてきた [1]．しかしながら，この

ような手法は，有限個の制御点上での音圧のみを最小

化する最適化問題をベースとしているため，制御点か

ら離れた対象領域内の位置において，十分な音圧の抑

制ができないことが知られている．Zhangら [2]はこ

の問題を解決する手法として，音場の球面調和関数展

開に基づく手法を提案しているが，フィードバック型

の制御に関する定式化のみがなされており，非定常な

ノイズ源の信号を十分に抑制することはできない．ま

た，アレイ形状が球または円状であることを想定して

いるため，分散配置したマイクロフォン・スピーカに

対して適用することはできない．

Uenoら [3]は，分散配置した有限個のマイクロフォ

ンから対象領域内の連続的な音圧分布を推定する問題
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において，推定する関数がヘルムホルツ方程式に従う

ことを制約とするカーネルリッジ回帰に基づく補間手

法を提案している．本稿では，この音場のカーネル補

間法によって得られる対象領域全体の音圧の推定値を

最小化する最適化問題をベースとした，分散配置アレ

イに適用可能なフィードフォワード型空間 ANCの手

法を提案する．本稿では２次元音場に関する定式化の

みを示すが，３次元音場へも容易に拡張可能である．

3 従来の多点制御法による空間ANC

空間 ANCにおける目的は，Fig. 1に示すようにマ

イクロフォンやスピーカを配置し，対象領域 Ωにおけ

る音圧を抑制することである．ブロック線図で表現す

ると，Fig. 2 となる．x(ω) ∈ CK を周波数領域にお

ける参照マイクロフォンの観測信号，d(ω) ∈ CL をス

ピーカの駆動信号，e(ω) ∈ CM を誤差マイクロフォン

の観測信号とする．ω は角周波数であり，各 ω ごとに

独立に議論ができるため，以降これを省略する．この

とき，誤差マイクロフォンの信号 eは

e = up +Gd = up +GHx (1)

となる．ここで，up はノイズ源から誤差マイクロフォ

ンへ伝達する信号，G は二次経路の伝達関数，H は

フィルタ係数とする．以下，本稿では，ノイズ源と誤

差マイクロフォン間の伝達関数，ノイズ源と参照マイ

クロフォン間の伝達関数，および G は定常であると

仮定する．また、Gは事前の測定により既知であると

する．

従来法では，誤差マイクロフォンの観測信号の 2乗

ℓ2 ノルムを目的関数とし，これを最小化する最適化問

題を解くことでフィルタ係数H を更新する [1]．この

とき，NLMSアルゴリズム [4]を用いると，各反復に

おけるフィルタ係数の更新式は，

H(n+ 1)

= H(n)− µ0

∥GH∥22∥x(n)∥22 + β
GHe(n)x(n)H

(2)
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Fig. 1 ノイズ源，参照マイクロフォン，スピーカ，誤
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Fig. 2 適応フィルタを用いた ANCのブロック線図

となる．ここで，(·)H はエルミート転置を意味する．
β > 0 はフィルタ係数 H の発散を防ぐ正則化パラ

メータであり，ノイズ源の信号が区分的に定常であれ

ば 0 < µ0 < 2の範囲で収束が保証される．

4 音場のカーネル補間に基づく提案手法

提案手法は，対象領域 Ω全体の音圧の 2乗絶対値の

積分値を目的関数とする．つまり，

L =

∫
Ω

|ûe(r)|2 dr (3)

を推定し，最小化する．ここで ûe(r) は位置 r にお

ける音圧の推定値である．結果を先に述べると，この

L は，フィルタ係数 H によらない行列 A を用いて

L = eHAe と書けることが導ける．この行列 A を重

み行列と称することにする．このとき，フィルタ更新

に関する NLMSアルゴリズムは，

H(n+ 1)

= H(n)− µ0

∥GHAG∥2∥x(n)∥22 + β
GHAe(n)x(n)H

(4)

となる．以降，重み行列Aの具体的な形を求める．

音場のカーネル補間法 [3]により，位置 r における

音圧は以下のように推定できる．

ûe(r) = ((K + λI)e)
T
κ(r) (5)

ここで (·)T は転置を意味する．λ > 0 は正則化パラ

メータ，I は単位行列とし，K および κ(r)は以下の

とおり与えられる．

K =

 J0(k∥r1 − r1∥) · · · J0(k∥r1 − rM∥)
...

. . .
...

J0(k∥rM − r1∥) · · · J0(k∥rM − rM∥)


(6)

κ(r) = [J0(k∥r − r1∥), · · · , J0(k∥r − rM∥)]T (7)

ここで，J0(·)は 0次の第一種 Bessel関数であり，rm

(m ∈ {1, · · · ,M})は誤差マイクロフォンの位置，kは
波数である．これを式 (5)に代入すると，

L =

∫
Ω

|ûe(r)|2 dr = eHAe (8)

となる．ここでAは P ≡ (K + λI)−1 としたとき，

A = P H

(∫
Ω

κ∗(r)κT(r)dr

)
P (9)

である．ここで，(·)∗ は複素共役を意味する．一般
にこの行列 A は数値積分によって計算することがで

きる．

ここで Ωを半径 Rの円領域とすると，行列Aをさ

らに簡単な形まで計算することができる．(r, ϕ) を r

の極座標表現とし，Bessel 関数に関する Graf の加法

定理 [5]を用いると，

J0(k∥r − rm∥) =
∞∑

µ=−∞
Jµ(krm)e−iµϕmJµ(kr)e

iµϕ

(10)

となる．ここで，(rm, ϕm)は rm の極座標表現，Jµ(·)
は µ次の第一種 Bessel関数である．式 (10) を式 (7)

に代入すると，κ(r)は以下のように書くことができる．

κ(r) = STϕ(r) (11)

ここで，ϕ(r)と S は以下の式で与えられる．

ϕ(r) = (· · · , J−1(kr)e
−iϕ, J0(kr), J1(kr)e

iϕ, · · · )T
(12)

S =



...
...

...
J−1(kr1)e

iϕ1 · · · J−1(krM )eiϕM

J0(kr1) · · · J0(krM )
J1(kr1)e

−iϕ1 · · · J1(krM )e−iϕM

...
...

...

 (13)

したがって，∫
Ω

κ∗(r)κT(r)dr = SH

(∫
Ω

ϕ∗(r)ϕT(r)dr

)
S

(14)
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となる．Bessel関数の直交性より，積分部分はさらに

計算することができて，∫
Ω

ϕ∗(r)ϕT(r)dr = Γ (15)

となる．ここで，Γは以下のようになる．

Γ = diag(· · · , γ−1, γ0, γ1, · · · ) (16)

γµ = 2π

∫ R

0

(Jµ(kr))
2rdr

= πR2
(
(Jµ(kR))2 − Jµ−1(kR)Jµ+1(kR)

)
(17)

結局，式 (3)で表される目的関数は以下のように表現

できる．

L = eHP HSHΓSPe = eHAe (18)

ここで，Aは対象領域の半径，制御対象の波数，およ

び誤差マイクロフォンの配置のみによって決定される

行列であり，Gはスピーカから誤差マイクロフォンへ

の伝達関数である．よって，マイクロフォンおよびス

ピーカの配置および対象領域を決定すれば，制御する

波数ごとに事前に GHAの値を計算しておくことがで

きる．したがって，従来手法と提案手法の間で，反復

ごとの計算量は一致する．また，S および Γは無限の

次元を持つ線形作用素であるが，評価実験においては

適当なサイズで打ち切ることとする．

5 シミュレーションによる評価実験

5.1 実験条件

数値実験は二次元自由空間で行い，提案手法

（Proposed）と従来手法（MPC）について性能の

比較を行った．対象領域 Ω は原点を中心とする半径

1.0 mの円領域とし，誤差マイクロフォンおよび参照

マイクロフォンの数をM = K = 22，スピーカの数を

L = 11 とした．マイクロフォンおよびスピーカは無

指向性であると仮定し，観測 SN比は 40 dBであると

した．誤差マイクロフォンの位置は，極座標表現にお

ける動径方向を [1.0, 1.4] m の一様分布からそれぞれ

決定し，角度方向は等間隔配置から [−π/2M,π/2M ]

の一様分布にしたがってそれぞれずらすことにより

決定し，分散配置を行った．同様にスピーカおよび

参照マイクロフォンの位置の動径方向をそれぞれ

[2.0, 2.4] m，[3.0, 3.4] m の一様分布からそれぞれ決

定し，角度方向は等間隔配置から [−π/2L, π/2L]，

[−π/2K,π/2K] の一様分布にしたがってそれぞれず

らすことにより決定した．３つの点音源をノイズ源
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Fig. 3 実験 1 における 3000 回反復後の各点の音圧

分布（周波数: 200 Hz，緑の “×”: 誤差マイクロフォ

ンの位置，青の “•”: スピーカの位置，緑の破線: 対象

領域 Ωの境界）
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Fig. 4 実験 1 における Ω 内の音圧抑制量（周波数:

200 Hz）

とし，極座標表現における位置を (10.0 m, π/2 rad),

(10.0 m, 7π/6 rad), (10.0 m, 11π/6 rad) とした．行

列 Γ のサイズを 41 × 41 とし，行列積が定義でき

るように S のサイズを定めた．正則化パラメータは

β = 10−2, λ = 10−4 とした．

定量的な評価指標として，対象領域 Ω 内における

0.01 m間隔のグリッド上の各点 ri における音圧，な

らびに以下で定義する音圧抑制量を用いた．

Pred = 10 log10

∑
i |u(n)(ri)|2∑
i |u(0)(ri)|2

(19)

ここで，u(n)(ri)を n回目の反復における位置 ri の音

圧とし，n = 0の場合，開始時のノイズ源のみよって

作られる原音場を指すこととする．

5.2 実験結果

5.2.1 実験 1

まず，ノイズ源の信号を，振幅がそれぞれ 10.0, 5.0,

15.0 の定常信号とし，周波数を 100 Hz から 600 Hz

まで変化させて実験を行った．その結果を Fig. 3 か
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Fig. 5 実験 1における各周波数ごとの 500回反復後

の Ω内の音圧抑制量
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Fig. 6 実験 2における 500回反復後の各点の音圧分

布（周波数: 200 Hz，緑の “×”: 誤差マイクロフォン

の位置，青の “•”: スピーカの位置，緑の破線: 対象領

域 Ωの境界）

ら Fig. 5 に示す．Figure 3 は周波数を 200 Hz に設

定したときの 3000 回目の反復における各点の音圧を

プロットしたものである．緑の “×” は誤差マイクロ

フォンの位置，青の “•”はスピーカの位置，緑の破線
は対象領域 Ω の境界を表す．MPC は Ω の境界付近

でのみ高い性能を示しているのに対し，Proposedは

対象領域全体にわたって音圧抑制を実現していること

がわかる．Figure 4は周波数を 200 Hzに設定したと

きの各反復における Pred の値である．Proposed が

MPC と比較して優れた性能を示していることがわ

かる．

次に，周波数を 100 Hz から 600 Hz まで変えて実

験を行った．Figure 5は各周波数の実験における 500

回目の反復における音圧をプロットしたものである．

ProposedがMPCよりも，100 Hzを除いて優れた

性能を示していることがわかる．

5.2.2 実験 2

次に，ノイズ源の信号の振幅を，それぞれ分散が

10.0, 5.0, 15.0となる複素ガウス分布に従って決定し，
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Fig. 7 実験 2における Ω内の音圧抑制量．黒矢印の

反復位置でノイズ源の振幅を変化させた．

50 回の反復ごとに変化させた．その結果を Fig. 6 お

よび Fig. 7 に示す．Figure 6 は 500 回目の反復にお

ける各点の音圧をプロットしたものである．実験 1と

同様に，MPCは Ωの境界付近でのみ高い性能を示し

ているのに対し，Proposedは対象領域全体にわたっ

て音圧抑制を実現していることがわかる．Figure 7は

各反復における Pred の値である．実験 1 と同様に，

Proposed がMPC と比較して優れた性能を示して

いることがわかる．

6 おわりに

本稿では，分散配置マイクロフォンにも適用できる，

音場のカーネル補間に基づく空間 ANCの新たな手法

を提案した．数値実験によって，提案手法の優位性を

確かめた．
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